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１．特別支援学校卒業後の進路
2005年に成立した障害者自立支援法では、障害者
の就労支援の強化、暮らしの場である地域移行の推
進が大きな柱とされている。ここでは、身体障害の
ある者が地域移行について現実的に可能であるか否
かについて検証してみたいと思う。
先ずは、18歳以上の者を対象にした身体障害者に
おける自立生活について考えたい。理由として、身
体障害者福祉法の第４条に定められている、身体
障害者とは、「身体上の障害がある18歳以上の者で
あって、都道府県知事から身体障害者手帳の交付を
受けたものをいう」としている理由から限定した。
18歳未満について説明を加えるにあたり、学校基本
法において、身体障害と言う用語は使わず、特別支
援教育の中においては、「肢体不自由」の障害を持
つ者について表記されているため、18歳未満の身体
に障害のある者を説明する際そのままの用語を使用
し説明する。
障害者の就労支援について、特別支援学校を卒業
後どの程度就労しているのであろうか。
ここに2007年文部科学省特別支援教育資料２）「高
等部（本科）卒業者の進路状況」で全国の国・公
立・私立肢体不自由特別支援学校高等科を卒業し
た生徒のうち就職者が卒業者1,967人のうち152人
（7.7％）で、卒業者の半数以上が福祉施設・医療機
関に進むと記されている。進学4 4 として福祉施設・医
療機関とは、多くは入所・入院を指しており就職先
としては考えにくいと思われる（表１）。
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　身体にどのような障害の程度があるにせよ自ら選択できる生活が展開できる土壌が必要である。そのため
には、行政の基盤整備が不可欠である。
　多くの地方自治体では、介護度の高い障害者の生活は、親元か入所施設の選択肢しかない状況になってい
る。そこで、入所施設と単身生活の中間生活の場として障害者グループホームの意義をまとめた。
　横浜市の障害者への理念には、「一生涯福祉施設入所を考えているわけではなく、地域移行への支援を実
際に展開する」とあり、その生活支援の展開内容の一つとして、障害者グループホームの独自展開がある。
その展開において、地域に開かれた運営の必要性を明らかにした。
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表１　「高等部（本科）１）卒業者の進路状況（2007年３月卒業者）」
区分 卒業者 進学者 教育訓練機関等 就職者 施設・医療機関 その他
肢体不自由
養護学校
1,967人
（100.0％）
27人
（1.4％）
70人
（3.6％）
152人
（7.7％）
1,336人
（67.9％）
382人
（19.4％）
2007年度　文部科学省特別支援教育資料より
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ただし、視覚障害の特別支援学校高等部専攻科の
場合の医療機関への進路状況は、「理療に関する学
科」並びに「理学療法に関する学科」で鍼・按摩・
マッサージ指圧の分野を行う学科も設置しているた
め、進路内容として医療機関への就職は考えられる。
次に福祉施設への進学4 4 先の状況について確認する。
平成2007年総務省統計局社会福祉施設等調査によ
ると、代表的な長期入所型施設として障害者支援施
設（身体障害者療護）がある。退所理由で一番多い
のは、死亡であり（表２）次に入院が多い数となっ
ている。死亡や入院について退所は突発的であった
りするため入居希望と卒業時が重なることはかなり
の低い確率になる。つまり特別支援学校を卒業後入
所型施設に進学4 4 することはかなり低いことがわかる。
次に通所型施設は、同じ別の社会福祉施設等調査と
して代表的な障害者福祉施設や身体障害者小規模通
所授産施設（以下、通所施設）について考えたい。
障害者支援施設で多い“入院や死亡における退所”
が通所施設では減り、別の社会福祉施設等へ転所が
多いことが伺える。これは、退所時期や予定を本人
や通所型施設で退所調整が出来ることから特別支援
学校を卒業後入所施設に進学先とすることは可能で
ある。
よって、選択肢としての入所施設はあっても特別
支援学校高等部を３月に卒業して入居施設に入れる
ことは稀なこととなる。これらから推測して、必ず
３月期に入居利用の募集があることは難しく当然入
居希望者で待機待ちの方から面談を行うことが自然
であろう。
以上のことから特別支援学校高等部の卒業生は、
通所施設への進学がほとんどであることになる。
利用しているといった福祉施設先が現時点では、
入所型援護施設か通所型援護施設かは不明である。
「福祉施設、医療機関」の利用比率としては、実際
に日中の活動の場として、利用している先は通所施
設ということがわかる。
２．障害者への基本的施策
（1）横浜市の障害者プラン
入所施設について横浜市は重点施策として、2004
年策定した「横浜市障害者プラン」の中で、知的障
害者・身体障害者施設について現状は、「ノーマラ
イゼーションの理念の普及により、障害者は施設に
おいて一生涯を暮らすのではなく、身近な地域で自
立した生活を送ることが当たり前の生活であると考
えられるようになった。しかし、本市が所管する入
所型援護施設18施設1,010名定員のいずれの施設も
常時定員充足状態が続いているという状況に大きな
変化は見られず、知的障害者入所更生施設の地域生
活移行者数の推移から類推されるように、入所型援
護施設において利用者の滞留化の傾向と、地域生活
への移行が進んでいないということがうかがわれ
る」と記している。
横浜市の今後の考え方としては、「入所型援護施
設を一生涯送る施設とするのではなく、地域生活支
援型施設と位置づけ、現在入所している障害者が地
域において自立した生活を送ることができるよう、
地域における生活環境のより一層の充実を図るとと
もに、施設においても地域生活を想定した生活環境
を用意し実用的な自立に向けての支援に取り組んで
いきます。また、家族と同居している障害者に対し
ても、家族と離れ円滑に地域生活が営むことができ
る支援にも取り組んでいきます」としている。
横浜市は、一生涯福祉施設入所を考えているわけ
ではなく、地域移行への支援を実際に展開している
ことがわかる。
2004年、「横浜市　障害者プラン」の身体障害者
数（手帳所持者数）によると、2000年対人口比を見
ると比率は変わらないものの、（2008年度における
表２　「2007年　総務省統計局　社会福祉施設等調査（退所理由）」
施設の種類 総数 就職 家庭復帰 別の社会福祉施設等へ転所 入院 死亡 その他
障害者支援施設
（身体障害者療護） 1,758 5 186 324 401 815 27
身体障害者小規模通所
授産施設 335 56 35 138 16 40 50
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人口推計値に、2002年度における障害者数の人口に
対する割合《対人口比》を乗じて算出）で身体障害
者数は、年度毎に増えていることが理解できる。さ
らに身体障害者手帳３）のうち肢体不自由で手帳を交
付している者が47,323人（1,596）《（ ）内の数字は、
18歳未満の再掲》。
2004年３月31日現在そのうち　2005年10月１日の
入所者数210人が障害者支援施設（身体障害者療護
施設３、身体障害者授産施設）に生活している。入
所施設に入る対象者は、手帳の１、２級を持つ者で
あって全ての身体障害者手帳を持つものが対象では
ない（表３）。
推進する主な施策・事業は、2004年「横浜市　障
害者プラン」において「在宅障害者の自立生活の促
進」に親元から離れ自立生活プログラムの推進を
行っている。つまりは地域生活移行を行う前に親元
で生活をしている利用者がいることが伺える。特別
支援学校を卒業した肢体不自由の方は自宅か施設の
選択肢が多くある（表４）。
それ以外に障害者グループホーム事業を市単独事
業とし1985年８月に制定をした。制定以降横浜市
は、第三の選択が可能となった。それでも「親の目
の色が黒いうちは子の面倒を見続けたい」とする親
たちの思いが強くその結果自宅での生活者が多く見
受けられた。横浜市の歴史については、後ほど紹介
する。
（2）障害者グループホームの必要性
谷口（2009）は、「決められた日課、限られた人
間関係の中で過ごす施設生活よりも、普通の生活、
自分らしく生きる生活を地域で実現するという理念
に沿うものとして、グループホームという暮らしの
場が設置されている」と述べている。
グループホームは1960年代の北欧で、ノーマライ
ゼーション理念により、知的障害者が大規模施設か
ら地域生活へ移行するときに設置されてきた経過が
ある。数人がひとつの住居にすみ、サービスを受け
ながら暮らすしくみである。日本でも、大規模施設
を都内に建設できず、他県に作っていた東京都など
表３「身体障害者数（手帳所持者数）」
2000年度 2001年度 2002年度 2008年度
身体障害者 80,778 82,181 83,179 86,000
（対人口比） 2.35％ 2.37％ 2.37％ 2.37％
人口 3,435,554 3,470,790 3,507,157 3,606,000
表４「横浜市の推進する主な施策・事業」
施策・事業 内　　容
入所型施設利用者の
地域生活移行の推進
現在、市内知的障害者入所更生施設４施設で行なわれている自活訓練事業を、市内全12施設
への実施（１施設４人を想定）を目指します。さらに、知的障害児施設への拡大も図ります。
また、現行では知的障害者入所更生施設に限定されていますが、入所型身体障害者更生援護
施設における地域生活移行プログラムのあり方についても検討を進めていきます。
地域生活移行支援事業
の導入
地域生活移行に取り組んでいる、もしくはこれから取り組んでいこうとする施設を支援するた
め、自活訓練事業に実績のある知的障害者入所更生施設で行われている現行プログラムのマ
ニュアル化を図るとともに、地域生活の具体的なイメージを持つためのビデオ等の作成等を行
ない、障害者本人のニーズや意向を充分に把握した上で地域への移行を図ることができるよ
う、支援員、利用者、家族ごとに実用性の高い地域生活移行プログラムの作成に取り組みます。
また、作成したプログラムを提供するだけでなく、専門的な助言（コンサルテーション）を
行うことのできる人材の育成にも取り組みます。
在宅障害者の自立生活
の促進
親元を離れて自立生活を希望する障害者に対して、グループホームにおける体験入居の活用
や入所型施設における自活訓練事業の活用等入通所援護施設が有する専門的支援機能の有期
限、有目的な活用等による、自立生活に向けて必要な支援プログラム（自立生活移行プログ
ラム）のあり方について検討し取り組んでいきます。
地域生活を送るための
住環境の充実
障害者が地域生活を送ることができる場のひとつであるグループホームについて、引き続き
ニーズに応じた整備を進めていくとともに、重度障害者が安心して利用できるような仕組み
の検討を含めて、より一層の充実を図ります。
2004年　横浜市障害者プランより
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が、その打開策として生活寮を設けたことや、全国
的なノーマライゼーションの意識の浸透がグループ
ホーム設置の方向性を作ってきたといえる。
障害者グループホームは、1989年に知的障害者地
域生活支援事業（グループホーム）として制度化さ
れ、その後、支援費制度（2003年）、障害者自立支
援法（2006年）でも、知的障害者が地域で暮らす場
として位置づけられて、その数は増えている。ま
た、同様に精神障害者のグループホームも増えて
いる。しかし、障害者自立支援法におけるグルー
プホームは、「日中、就労または就労継続支援等の
サービスをしている知的障害者・精神障害者であっ
て、地域生活を営むうえで、一定の生活上の支援を
必要とする者に対してサービスを提供する」と述べ
ており、身体障害者は対象となっていない。身体障
害者については、都道府県地域支援事業のなかで、
福祉ホームの位置づけがあるだけである。福祉ホー
ムは、介護の必要がない障害者を対象としており、
設置数はあまり伸びていない。現状としては、身体
障害者グループホームを、必要と認めた一部の自治
体が、独自の事業として設置運営しているにとど
まっている。
一方、利用者側からすると、施設からグループ
ホームに住居を変えた人の生活は、「時間や食べる
もの、外出等の生活に自由がある」や「一人部屋
で、初めて自分の鍵をもった」などと喜びで語られ
ることが多いと述べている。
身体障害者であっても、一人暮らしには自信がも
てず、仲間と一緒に地域で暮らしたいと思う人は多
い。そして、長く家庭で障害のある子どもを育て、
子の将来を安心できる場に託したいと考えている親
も多いと考えられる。そこで本稿では、身体障害者
その中でも全身性障害者について焦点をあて、身体
障害者グループホームの必要性について考えていく
こととする。
障害者総合支援法（2013年４月施行）では、従来
のグループホームが共同生活援助（グループホー
ム）・共同生活介護（ケアホーム）の２つの類型に
分かれている。ここでは、同じ住居の中で、それぞ
れの個室を持つ数人が暮らし、社会的援助を受けな
がら生活する暮らしの場をグループホームという名
称に統一して用いることとする。
全身性障害者という表現は、藤崎（2003）は「こ
れまで『保護の対象者』として労働力としての社会
的な活動をもほとんど期待されていなかったと称さ
れる心身に重度の障害を持つ当事者」として定義し
ている。さらに、「１、２級の身体障害者手帳を交
付された重度の障害や重複した障害をもつ人に使わ
れるが、明確に定義づけられた言葉ではない。1982
年の『脳性マヒ者等全身性障害者に関する報告書』
の中では『全身性障害者』という言葉がすでに使わ
れている」と述べている。
小澤（2003）は、全身性障害者について「重度の
障害の範囲に入りますが、主として中枢神経系の障
害（脳性マヒ、脊髄損傷、進行性筋委縮症など）の
ために、上下肢、または体幹機能が十分に機能して
いない状態を指します。なかでも、こうした障害を
生まれながらにもっており、かつ社会的なバリアの
ために地域で自立生活を行うことが困難な人を全身
性障害者と呼ぶことがあります」と定義している。
これらの内容から本研究では、両者の定義をもと
に全身体障害者を対象として文中を進める。
（3）障害者グループホームの変遷から現状まで
障害者グループホームは、1960年代に北ヨーロッ
パで知的障害者施設から地域生活へと移行する際の
制度として作られた。
谷口（2009）によると、「1963年に作られた『は
ちのす寮』がグループホームの先駆的取り組といわ
れている。粘土を図工教材として扱う江尻彰良が、
商売で訪れた施設で、そこに入所している知的障害
児たちに出会い、学校卒業の生活を引き受け、同居
することとなる。1960 ～ 70年代は、施設の建設期
であり、地域で暮らすことより、施設で収容保護す
ることに対策は動いていたが、他方では、施設外に
住居を求めて施設を退所する方法も試みられてい
た。1971年に通勤寮が国の制度となったが、社会復
帰のための期間限定（２年間）の制度であったこと
で、その先の住居がないという問題もおこった。そ
のような状況を受けて、1979年に福祉ホームが制度
化された。通勤寮と違うところは、利用期間の制限
のないところであるが、条件は就労していること、
介護が必要でないことなど、比較的障害が軽度の人
を対象にしている点で対象者は限られた」。
さらに谷口（2009）は、「1989年にはグループホー
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ムは、知的障害者地域生活援助事業として制度がさ
れた。知的障害者地域生活援助事業要綱によるとグ
ループホームは『共同生活を営む知的障害者に対
し、食事提供等の生活援助体制を備えた形態』と定
義されている」と述べている。
2000年には、ホームヘルパーの利用も認められる
など、援助をうけながら地域で自立していく体制が
整えられた。
1992年に精神障害者のグループホームについて制
度化され、1999年からは、知的障害者と精神障害者
との相互利用も始まり、地域生活に欠かせざる支援
として、事業所・利用人数ともにその数を増やして
いる。
障害者自立支援法以降、障害者基本計画の重点施
策５カ年計画（2007年）では、グループホーム（共
同生活援助）・ケアホーム（共同生活介護）（以下、
グループホーム等）の合わせた利用人数を45,000人
（2007年度）から80,000人（2011年度）へと目標数
値を定めている。設置数でいえば、1989年の制度開
始時のグループホーム等は、知的障害者で100箇所
のみ予算化されたものが、2008年９月現在、知的障
害・精神障害のグループホームは、事業所数2,296
箇所、共同生活住居5,793件、ケアホーム事業所数 
約3,930箇所、共同生活住居7,033件と高い伸びを示
している。
このような障害者グループホームの地域への浸透
は、障害者の地域生活に対するニーズに沿った住居
形態であった。しかし、身体障害者の利用できる障
害者グループホームの設置を求める声が多くあった
が、身体障害者グループホームは、全国にも数える
ほどしかなかった。
（4）横浜市障害者グループホームの場合
谷口（2009）によると、「横浜市では、1960年代
後半の施設不足により、在宅生活をよぎなくされた
障害児の親や関係者により自主的に保育・療養を行
う地域訓練会がうまれた。
自主的な個々の活動を支援するため、社団法人横
浜市在宅障害者援護協会４）（以下、在援協。現在は、
横浜市社会福祉協議会　障害者支援センター）が結
成され関係者は在援協と呼び親しんだ。在援協は、
障害の種別にこだわらずに保育療育を行っていた。
その延長線上で、当時養護学校（現在、特別支援学
校）を卒業した後、常時身体介護の必要な障害者の
行き場行き場がないと、成年となった障害者の日中
活動の場として、横浜市障害者地域作業所５）（以下、
作業所）を設立するために、親の会などにより横浜
各地で設立していった。その運営を支える役割が在
援協となり横浜市の外郭団体として運営費の助成と
運営上の相談等を行う役割を果たしていった」と述
べている。
そんな時、1995年障害者地域活動ホーム　ふれあ
いの家所長矢田は、横浜市内で障害者グループホー
ムについて、「鶴見区の障害当事者が自宅で介護を
受けられず通所先の作業所に受け入れてほしいと申
し出があった。一時的に生活の場として作業所の一
部を開放し生活する場と職員が交代で泊まり込むこ
ととなった。その後、一人また一人とたまたま介護
を受けられない障害当事者が現れ作業所で泊まるよ
うになった。
作業所職員は、やむを得ず鶴見区内から一時的に
預かる者たちの住処として、不動産屋を回るものの
障害を持つものが入所する場所はないと断られ続け
た。数多くの不動産屋を回り中区本牧に理解ある家
主と巡り会った。そこに作業所で生活をしていた障
害者たちが入居し現在のグループホームという形作
りとなった」と経緯を語っている。
その後、1973年在援協は、身体、知的障害者のグ
ループホームを親の会などの団体６）が設置する際の
運営費の助成と運営上の相談を作業所と同じく行う
こととなった。その後、在援協は、障害者グループ
ホーム連絡会を立上げ、生活者、家族、職員間の交
流や相互の理解を深める役割を行った。さらに、職
員部会と入居者部会を作り「グループホームの職
員（以下、世話人）は、入居者部会１人で仕事をし
ていることが多く、孤立してしまったり、時によっ
ては独りよがりになってしまったりしやすい面があ
り、世話人の交流の場が欲しい、悩んでいる問題に
ついて他の人や他のグループホームではどうやって
解決しているのか聴き悩みや愚痴が言える場を作
る」目的で設立した。入居者部会も同じく、他のグ
ループホームの悩みや愚痴を言える場として在援協
の職員が仲介等を行っている。
横浜市は、1973年に地域訓練会に助成を開始して
以降後に開設された地域作業所・グループホーム等
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に助成を続け、障害者自立支援法施行以降も横浜市
独自で、運営費補助をおこなっている。入居者人数
は、４人から７人としている。
現在、横浜市にある障害者グループホーム等Ａ型
（法人運営型）・Ｂ型（運営委員会型）の総数は42か
所ありそこで入居する方々は181名いる（表５）。
３．障害者自立支援法としての障害者グルー
プホーム・ケアホーム
（1）政府の見解
谷口（2009）は、衆議院議会において山口俊一議
員から、提出した「障害者自立支援法の施行に伴う
身体障害者の生活の場確保に関する質問主意書」の
中で、身体障害者グループホーム設置について触れ
られているとしている。
「障害者自立支援法においては、知的障害、精神
障害、身体障害の三障害一元化が言われているが、
知的障害者や精神障害者向けには家庭に代わる生活
の場としてグループホーム等の施設が準備される一
方、身体障害者に関しては、これに類する施設が用
意されていない。入所施設を退所せざるを得ない身
体障害者の生活の場を確保するため、身体障害者向
けのグループホーム等の整備が必要ではないかと考
える。厚生労働省においては、身体障害者向けのグ
ループホーム等のような居住サービス体系の整備に
ついて、如何に考えるか」という趣旨による山口議
員の質問に対し、政府答弁書は、「知的障害者や精
神障害者には、共同生活による利用者同士の助け
合いが有効であることから、グループホームをメ
ニューにしているが、身体障害者には福祉ホームあ
るいは、地方公共団体の判断により、こうした住宅
への優先入居が実施されている。今後は、身体障害
者に対する支援の在り方について研究を行うことを
通じて、グループホーム事業の対象に身体障害者の
方々を加えるか否かも含め、検討していきたい」と
いうものであった。
（2）厚生労働省の社会保障審議会障害者部会
「障害者が地域で安心して暮らせる社会の実現」
を謳う障害者自立支援法（2006年４月施行）は、厚
生労働省の社会福祉協議会障害者部会において、利
用者負担金、サービス量などの問題などさまざまな
論議がなされているなかで、身体障害者グループ
ホームは制度化として組み込まれた。
全国精髄損傷者連合会では、「重度の身体障害者
の場合、その障害程度によっては、グループホー
ム・ケアホームの現行の人員配置では対応不可能で
あることを考慮し、対象拡大には慎重な検討が不可
欠である」と述べている。 
全国身体障害者施設協議会では、「身体障害者の
ケアホームの利用を可能にしていただくとともに、
身体障害者の住まいの場の更なる拡充を図っていた
だきたい」としている。 
全国社会就労センター協議会は、「ケアホーム・
グループホーム・福祉ホームを統一し、地域におけ
る共同生活・個人生活の場（三障害共通利用）とし
て明確に位置づけるとともに、報酬単価の抜本的改
善を図ること」としている。
障害のある人と援助者でつくる日本グループホー
ム学会では、「グループホーム等が必要かどうかは
個人個人によるものである。（中略）グループホー
ムでの暮らしを希望する身体障害者の選択を奪うべ
きではない」と記されている。
４．障害者グループホーム等における問題と
課題
谷口（2009）は、身体障害者グループホーム運営
上の課題について５つの課題を挙げている。
（1）住居整備に対する補助として、車椅子使用者の
入居は、借家、アパート、公営住宅のいずれにし
ても困難である。住居の整備に係る経費が公的に
補助される必要量に合わせて使えるようにするこ
とが必要である。
（2）介護が十分になされることには、肢体不自由者
には、日常生活全般にわたり介護を必要としてい
る人が多い。サービスの支給量を個々により必要
種　　別 総　数 身体障害者
Ａ型グループホーム等
（2010年５月現在） 77か所
（内、重度身体障害者
２）
11か所
Ｂ型グループホーム等
（2010年４月現在） 328か所
（内、重度身体障害者
12・盲者２）
31か所
合　　計 405か所 42か所
表５　「身体・知的障害者グループホーム等（障害者自立
支援法適応対象、重度身体障害者、盲者も含む）」
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量決定できるようにする。
（3）ミニ施設にならないよう、個人の自己選択・自
己決定が尊重されること「世話人の管理色が濃い
ホーム」「利用者の意向が尊重されない」などの
普通の暮らしを追及しなければならない。
（4）相談支援の体制があることで、ケアマネージメ
ントが必要な人には、相談援助体制が必要である。
（5）選択肢の一つであることで、どこでどう暮らす
のかは本人が選択するものである。グループホー
ムが絶対ではない。福祉施設が安全で安心な住
居となる場合もある。自分が 暮らしたい場を選
択できることが大切である。
以上、身体障害者グループホーム運営上の課題は
建物についての限界から介護の限界、生活者主体で
なく世話人の主導で生活をしていく、自分自身の生
活を築くことが難しい方の生活支援必要性、住む先
の自己選択の必要性について提案している。
これらの提案から、さらに具体的な課題が必要で
ある。その課題として、世話人及び介護支援員（以
下、世話人等）による違法・人権侵害行為について
も考えなければならない。
世話人等になるための条件として、特に国家資格
や団体による認定資格を持つことを条件にしていな
い。介護や福祉に関する講習や試験を受けなくても
世話人等として、運営事業所がその人物を世話人等
として資質があると判断すれば、どの様な人でも採
用できることとなる。
この様な容易な採用条件により、生活する利用者
の金銭や障害者グループホーム等運営費の着服行為
に至るケース、性的暴行行為や生活する利用者の人
権侵害を侵す行為を行う事件や犯罪として扱われな
いことで処理されたケースも多くある。
グループホーム等で生活されている方々は、自分
の財産や身体を守る術を持てず、他人に生活を委ね
なければ生活できない。生活する利用者いわゆる弱
者に付け入る行為は、人の持つ非道行為である。
以上のことを鑑み世話人等職務を行う者への倫理
的研修や教育研修を行う必要がある。さらに谷口の
述べる（3）の介護が十分になされる必要がある。
障害者グループホーム等の運営管理者には、運営
をよく理解しない者、働く者への教育意識がないも
のや術を知らない管理者もいる。この点からも世話
人等への研修教育や採用条件を持たせる制度の改正
が必要である。そして現行では、障害者グループ
ホーム等利用者が日中不在の前提で運営費が支給さ
れているケースもある。体調不良や自分の意思で日
中、障害者グループホーム等に残る利用者もいる。
日中に世話人等が、24時間勤務が出来るように運営
費の見直しを検討する必要があると思われる。
さらに、世話人等の欠員がある障害者グループ
ホーム等へのバックアップ施設の設置や障害者居宅
派遣事業所との介護派遣体制を持つ必要や地域生活
をしている条件から、障害者グループホーム等と町
内会との接点を多く持ちグループホームについての
理解を地域住民に理解してもらい透明化に努める必
要がある。
宮本（2009）は、「世話人は有資格者も相当数い
るが、制度上社会福祉士や精神保健福祉士のような
位置づけの専門職ではない。しかし、障害者グルー
プホーム等の世話人は、グループホーム等を支え
る、重要というよりも中心的な職員である。このこ
とは、障害者自立支援法以前の障害者グループホー
ムの時代においても同様である」と述べており、福
祉関連施設として職員の資質に資格要件として必要
であること示唆している。
日本グループホーム学会の見解としても、「世話
人・生活支援員の資格要件について、厚生労働省と
しては考えていないようです。しかし、報酬が低く
設定されたままになるという問題点があり検討が必
要です」資格要件を緩和し続ける厚生労働省の見解
は、報酬の問題はさることながら、職員のモラルや
福祉関連施設で働く職員としての資質について、福
祉関連制度や介護の倫理を何も知らなくても働ける
条件が、逆に障害者グループホーム等において、事
件や事故が今なお止まない原因にも繋がっていると
思われる。
５．考察
４．で取り上げた世話人についての改善策として、
障害者グループホーム等における暴行事件や利用者
の金銭の使い込みについては、その障害者グループ
ホーム等における地域住民との関わりがあまりない
閉鎖性にも原因があるように感じられる。
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横浜市において、2011年社会福祉法人Kの運営す
る障害者グループホームは、世話人１名による障害
者グループホーム入居者への暴行事件という不祥事
をおこした。この事件により、法人全体で対策を考
えた。その内容は、職員（世話人）を２名体制で行
うこと、福祉経験者３年以上にすることになった。
職員が、最低限行うべき業務を明確化することや利
用者の声を取り入れる体制作りについても言及して
いた。
これらは、バックアップ態勢のとれる社会福祉
法人運営の障害者グループホームであることで成
り立っているが、障害者グループホームA型であれ
ば、バックアップ体制や人事異動で人の配置を展開
できることは難しい。さらに、職員への費用負担
は、障害者グループホームA型、B型関係なく運営
側が負担をしなければならない状態は、今後の問題
点である。
この社会福祉法人の目指す施設運営において、そ
もそも地域住民との連携を何故対策に盛り込まない
のであろうか。障害者グループホーム等へ地域の関
心を持たれることで、ご近所の協力や話し合いによ
る関係性から入居している障害当事者への理解やコ
ミュニケーションなど地域住民と関わりのもてる可
能性が発生する可能性も生まれる。さらに、ボラン
ティアとして障害者グループホーム等に関わりを持
つことにも発展され、人と人の繋がりが、防犯や事
件事故の未然に繋がる可能性も大きいと推測される。
谷内（2010）は、傷害事件などの防止策に「運営
法人のきめ細かい管理・監視体制やオンブズマン７）
等を含めた第三者機関が求められる」と述べてい
る。確かに第三者によるチェックは大切である。さ
らに近隣や町内会への入会を通して、町内会の行事
参加やルール遵守を通じて、その近隣との関係を持
つことも大切な関係がある。これは、入所者に限ら
ず障害者グループホーム等で働く者も近所付合いを
行うことでお互いを意識し、気遣いあう関係性が結果
として生活の内側について理解と事件の起こりやすい
状態を作りにくくすることが生じることに繋がる。
2012年11月24日に千葉県袖ケ浦福祉センター養育
園内で、複数の職員による施設内暴行で死亡した知
的障害者の男性に対する日々の職員による虐待は、
長年に渡っていた。正に地域社会との隔離された状
況が引き起こした事件であったことも否めない。
障害者グループホーム等では、限られた生活空間
の中で密室性の高い中で、谷内（2010）は、「町内
会の行事参加やルール遵守を通じその近隣との関係
を持つことも大切な関係がある」と述べている。こ
のことから、障害者グループホーム等が地域に開か
れた生活の場として理解されていくことは、障害者
グループホーム等で地域生活をする上での生活過程
で必須であると推察できる。
障害当事者の方々が、親元か入所施設かの選択肢
に加え障害者グループホームの必要性と改善点を述
べてきた。しかし、まだ改善されることは多くあ
り、障害者グループホームから通う方々の就労や通
所について。入所する方が体調不良やケガをした場
合の通院治療についての現状と改善策については、
単身生活への移行の課題から恋愛や結婚など一部で
はあるが、さらなる検証をしていく必要があると思
われる。
注
１） 本科とは，学校教育法に定めるもので特別支援学校
には，本科と専攻科があり本科は高等科（部）３年
間を修了した先をさし，専攻科は本科を卒業後進学
する先をさす．
２） 表１の数値について上段は人数，下段は卒業者に対
する割合（四捨五入）．
３） 身体障害者手帳は，１級から６級まである．肢体不
自由には等級上７級が存在するが，７級単独の障害
では身体障害者手帳は交付されない．
４） 横浜市在宅障害者援護協会（在援協）は，1973年当
時，障害者の施策は障害別に組み立てられ施策のは
ざまにある人や，日中通うところもほとんどない人
が多くいた．また，暮らしも家族が介助するか，施
設に入所するかの二者択一という時代背景であった．
このような中で設立された在援協は以来，障害の種
別や程度を超えて，障害のある人々が地域の中で活
動したり暮らす拠点づくりを推進したり，その「支
援者」としての役割を果たしてきた．
５） 昭和50年代初期より養護学校（現在特別支援学校）
を卒業後，日中活動の場を求める障害者本人や家族，
関係者の努力で作られたはじめ，障害者の働く場や
生きがいの場として提供をしている．
 　どんなに障害が重くても，本人の「願い」や「生
きがい」を実現する場として，働く場・仲間と集う
場・経験を広げる場として大きな役割を担っている．
現在，市内に200箇所以上の作業所があり，4,000人
をこす方々が日々通所し，職員の援助を受けながら
さまざまな活動を展開している．
 　作業内容は，企業の下請作業，作業所オリジナル
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の自主製品の販売，喫茶や配食サービス，パソコン
を使った製品やホームページの作成など，通所者の
思いにあわせた活動を行っている．
 　また，作業が難しい，重い障害のある方が多く通
う作業所では，仲間や地域の方とともにさまざまな
経験をし，本人の生活の幅を拡げるようなプログラ
ムを中心に組み立てている．
６） 横浜市グループホームには，運営員会方式のＡ型グ
ループホームと法人運営型方式のＢ型グループホー
ムと呼称し，横浜市社会福祉協議会内にある障害者
支援センター（旧横浜市在宅援護協会）では，Ａ型
グループホームの助成を行い，Ｂ型グループホーム
は横浜市から直接助成を受けて運営している．(横浜
市グループホーム実施要綱より )
７） オンブズマンとは，代理人や弁護人と訳されるス
ウェーデン語で，欧米諸国を中心に，第三者による
苦情処理システムとして議会に設置されていったと
ころにその起源があるとされている．
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